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（７） 一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

条文 法第４条第１項 

概要 3,000㎡以上の土地の形質変更（掘削，盛土等）を行うときの届出 

（有害物質使用等のある事業場については900㎡以上，備考２参照） 

様式 規則様式第６ 

添付書類 １ 形質変更しようとする場所を明らかにした平面図，立面図，断面図 

２ 形質変更に係る所有者の同意書（届出者が所有者と異なる場合） 

３ 場所を示す近隣図 

４ 登記事項証明書（登記簿謄本）  

５ 公図（複数になる場合，集合図を添付することが望ましい。） 

６ 土地利用計画図，建物・施設配置図等（平面図） 

７ 地歴に関する資料 

８ 有害物質の使用に関する資料 

 

※ １～２は法に規定された書類 ，※３～６は審査のために必要な書類 

※ ７，８は当該地が工場跡地の場合等に必要に応じて提出する書類 

 

提出部数 提出先が廃棄物対策課の場合  ３部（正１，副２） 

提出先が県民センター等の場合 ２部※１（正１，副１） 

※１ 法第４条第２項に基づき土壌汚染状況調査結果報告書（土壌汚染があ

る場合に限る）を提出する場合は３部（正１，副２） 

※２ 形質変更箇所が複数の市町村にまたがる場合，副本の部数には対象と

なる市町村分，県民センター等の区域分を追加する。 

※３ 副本には，添付書類 ２ 形質変更に係る所有者の同意書，４ 登記事項

証明書（登記簿謄本）は省略可 

問合せ・提出先 １ 以下の場合は廃棄物対策課 

（１）形質変更箇所が複数の県民センター等の区域にまたがる場合 

（２）形質変更箇所が他県や特例市等（水戸市，つくば市，古河市，笠間市）

にまたがる場合 

（３）形質変更箇所の面積が20,000㎡以上の場合 

（４）法14条第１項の指定の申請がされた土地に係るもの 

２ 上記以外の場合は県民センター等 

備考 １ 土地の形質の変更を行う30日前までに届出を行うこと 

２ 現に有害物質使用特定施設が設置されている工場若しくは事業場の敷地

又は法第３条第１項本文に規定する使用が廃止された有害物質使用特定

施設に係る工場又は事業場の敷地（同項本文の報告をした工場若しくは

事業場の敷地又は同項ただし書の確認を受けた土地を除く。）の土地に

あっては，900㎡以上が届出対象 

３ 土地の形質の変更は掘削及び盛土を指し，深さの規定はない（例えば表

土を薄く削る行為も土地の形質変更の面積に含める） 

４ 3,000㎡以上の土地の形質の変更であっても，以下の行為については届出

不要 
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 （１）以下のいずれにも該当しない行為 

   ・土壌を区域外へ搬出する  ・50cm以上の掘削を伴う 

   ・土壌の飛散流出を伴う 

 （２）農業を営むために通常行う行為であって土の搬出がない 

 （３）林業の用に供する作業路網の整備であって土の搬出がない 

 （４）鉱山関係の土地において行われる土地の形質の変更  
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添付資料一覧 

資料の種類  提出資料 備考 

土対法に規定された書類 １ 形質変更しようとする場所を

明らかにした平面図，立面図，

断面図 

・掘削部分と盛土部分を図示し，土地

の形質変更の範囲及び深さ，面積や

寸法等を記入すること。  （法規則第 23条第 2項） 

  ２ 形質変更に係る所有者の同意

書（届出者が所有者と異なる

場合） 

・以下の書類でも可 

 開発行為の同意書 

 砂利採取業に係る砂利の売買契約書 

 道路占用許可証 

 賃貸借契約書（工事に同意している

旨が確認できるもの）    等 

対象地の範囲を確定するため 
３ 場所を示す近隣図 ・形質の変更を行なう場所が分かる近

隣図 

の資料 ４ 登記事項証明書（登記簿謄本） ・土地の所在，所有者を確認するため

必要。 

・届出より３カ月以内に発行されてい

ること。 

・写しでも可。 

 ５ 公図 ・土地の所在を確認するため必要。 

・複数になる場合，集合図を添付する

ことが望ましい。 

・写しでも可。 

土地の用途に関する資料 ６ 土地利用計画図， 

建物・施設配置図等（平面図） 

・敷地内の既存の建物・施設が全て示

されていること。 

・新たに建設する建物・施設が示され

ていること。 

 

地歴に関する資料 ７ 

 

①土地利用履歴書 

②空中写真 

③住宅地図 

・土地の利用等について，分かる範囲

で履歴を示す。 

・②，③については，地歴の参考とし

て，入手可能であれば添付。 

・なお，地図類や書籍等著作権のある

資料を使用する場合については，著

作権を侵害しない範囲内で資料を使

用しなければならない。 

有害物質の使用に関する資料 ８ 

 

①有害物質の使用，保管，埋

設，飛散等に関する記録 

②有害物質を使用した施設，

配管，機器等の位置を示し

た図面 

③有害物質を保管，埋設，飛

散等した位置を示した図面 

④有害物質を運搬した経路，

方法を示す資料 

・取扱物質リスト，MSDSなど。 

・有害物質が含まれた廃棄物に関する

保管，埋設，飛散，運搬等も含む。 

・使用等した有害物質の名称が記入さ

れていること。 

・使用等した目的，時期が記入されて

いること。 

※ １～２は法に規定された書類。３～６は，審査の際に必要な書類。７～８は，該当があれば提出していただきたい書類。 

副本には，２，４は省略可 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

 

年   月   日 

茨城県知事 殿 

 

届出者    氏名又は名称及び住所並びに法人  印 

にあっては、その代表者の氏名 

 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次

のとおり届け出ます。 

 土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地 
 

 

土地の形質の変更の場所  

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 

 

土地の形質の変更の着手予定日  

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 
 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

 

有害物質使用特定

施設の種類 
 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
 

特定有害物質の種

類 
 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人

（法人にあっては、その代表者）が署名することができる。 
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様式第六（第二十一条の二第一項、第二十三条第一項関係） 

 

一定の規模以上の土地の形質の変更届出書 

２０１９年 ４月 １日 

茨城県知事 殿 

届出者    氏名又は名称及び住所並びに法人  印 

にあっては、その代表者の氏名 

土壌汚染対対策法
第３条第７項

第４条第１項
の規定により、一定の規模以上の土地の形質の変更について、次

のとおり届け出ます。 

 

土地の形質の変更の対象となる土地の所

在地 

茨城県○○市○○字○○ △△番地△△ 外△筆 

・対象地の地番全てを記入。 

・地番全てを書ききれない場合は，別紙で一覧を添付。 

・河川や道路等，地番がないときは，「○○地先」等で可。 

 

土地の形質の変更の場所 
別紙○のとおり 

・添付する平面図には資料番号を記入する。 

土地の形質の変更の対象となる土地の面

積及び当該土地の形質の変更に係る部分

の深さ 

面積 （△，△△△）m2 

（掘削△，△△△m2，盛土△，△△△m2） 

・合計だけではなく，掘削，盛土の面積を記入する。 

・工事の途中で一度でも掘削（50cm未満の掘削や表土を削る

行為を含む）を行なう箇所は掘削面積に入れる 

最大掘削深さ （  ）m 

・形質変更の最大となる深さを記入 

土地の形質の変更の着手予定日 
△△年△△月△△日 

・必ず届出日から３０日以上後の日。 

法第３条第１項の

ただし書の確認を

受けた土地におい

て法第３条第７項

の規定による土地

の形質の変更をす

る場合 

工場又は事業場の

名称 

(該当がある場合記入する。) 

○○株式会社 △△工場 

工場又は事業場の

敷地であった土地

の所在地 

(該当がある場合記入する。) 

・法第３条第１項のただし書きの確認を受けた土地の全ての

地番を記入。 

現に有害物質使用

特定施設等が設置

されている工場又

は事業場の敷地に

おいて法第４条第

１項の規定による

土地の形質の変更

をする場合 

有害物質使用特定

施設が設置されて

いる工場又は事業

場の名称 

(該当がある場合記入する。以下の欄について同じ) 

 ○○株式会社 △△工場 

有害物質使用特定

施設の種類 
電気めっき施設 

有害物質使用特定

施設の設置場所 
別紙○のとおり 

特定有害物質の種

類 
六価クロム化合物 

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。 

２ 氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）を記載し、押印することに代えて、本人

（法人にあっては、その代表者）が署名することができる。 

記載例 
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様式第６添付資料の記載例 

別紙○ 

 

 

※土地の形質の変更の場所が複数の地番となる場合は，下表のような地番の一覧表を添付。 

 

 

土地の形質の変更の場所に関する地番及び土地所有者一覧表 

 

 

番号 所在地 敷地面積（㎡） 土地所有者 

1 ○○市○○字○○ △△番地１ 1,000 株式会社○○○○ 

2 ○○市○○字○○ △△番地２ 1,500 株式会社○○○○ 

3 ○○市○○字○○ △△番地３ 2,000 ○○ ○○ （持分1/4） 

○○ △△ （持分1/4） 

□□ □□ （持分1/2） 

4 ○○市○○字□□ △△番地１ 200 ○○ ○○ 

5 ○○市○○字□□ △△番地１ 1,000 □□□□株式会社 

    

    

    

 合計 5,700  

 

 

 

※ 土地所有者と届出者が異なる場合は土地所有者の同意書を添付。（共有者がいる場合は共

有者全ての同意書が必要） 

※ 登記事項証明書に記載された土地所有者と実際の土地所有者が異なる場合は，売買契約書

の写し等の実際の土地所有者を明らかにする書類を添付 
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様式第６添付資料の記載例 

 

形質変更しようとする場所を明らかにした平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縮尺 1/○○ 

 

          掘削 ○○㎡ 

          盛土 ○○㎡ 

           計 ○○㎡ 

 

 

    ※ 添付資料７の建物・施設配置図は平面図と兼用可 

    ※ 掘削には 50cm未満の掘削や表土を削る行為を含む 

 

 

道路 

盛土 

掘削 

Ａ棟 

Ａ Ａ’ 

N 
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様式第６添付資料の記載例 

 

形質変更しようとする場所を明らかにした断面図 

 

 

 

【Ａ－Ａ’断面】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           掘削 

           盛土 

 

Ａ棟 

掘削深さ 

最大○m 


